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Ⅰ 平成２８年度１２月補正の趣旨

今回の補正予算（案）は，台風第１６号等による被害に対する災害復旧事業及び災害関連

事業に要する経費や，国の補正予算に対応した事業等に要する経費のほか，原子力問題検討

委員会（仮称）の設置に要する経費等を計上するとともに，公共事業及び県単公共事業の平

準化等を図るため，債務負担行為（ゼロ県債）を計上することとした。

また，県人事委員会の勧告等を受けて，職員の給与改定に要する経費を計上することとし

た。

１ 歳入歳出予算

（単位：百万円，％)

２８ 年 度 ２７ 年 度
区 分 １２月現計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補 正 後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 826,487 38,213 864,700 822,417 105.1

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（平成２８年度末見込）…………２５０億円

平成２７年度末残高（２５０億円(決算)）比 ±０億円

○県債残高（平成２８年度末見込）……………………… １兆６，４８９億円

平成２７年度末残高（１兆６，４４７億円(決算)）比 ＋４２億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆１，４１４億円

平成２７年度末残高（１兆１，５３５億円(決算)）比 △１２１億円

※平成19年度以降の減収補 債

２ 債務負担行為

（単位：百万円）

区 分 限 度 額

公共・県単公共事業(ゼロ県債) 2,362

漁 業 近 代 化 資 金 利 子 補 給 事業 5
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Ⅱ １２月補正予算（案）の主な内容

１ 災害復旧対策

台風第１６号等による被害に対する災害復旧事業及び災害関連事業に要する

経費のほか，長島町で発生した赤潮による被害の対処への支援に要する経費を

計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

農 業 施 設 復 旧 支 援 事 業 ４５０

園 芸 産 地 再 生 産 支 援 事 業 ６１

赤 潮 被 害 緊 急 支 援 事 業 １

公 共 事 業 ２，０３２

災 害 復 旧 事 業 ７，７１３

災害復旧事業のうち県有施設災害復旧事業 ３２０

健 康 増 進 セ ン タ ー 災 害 復 旧 事 業 ２

アジア太平洋農村研修センター災害復旧事業 ３

種 苗 生 産 施 設 災 害 復 旧 事 業 ５

県 有 施 設 漁 港 災 害 復 旧 事 業 ９

フ ラ ワ ー パ ー ク か ご し ま 災 害 復 旧 事 業 ４０

フ ラ ワ ー セ ン タ ー 災 害 復 旧 事 業 １

農 業 開 発 総 合 セ ン タ ー 災 害 復 旧 事 業 ７

肉 用 牛 改 良 研 究 所 災 害 復 旧 事 業 ４

畜 産 試 験 場 災 害 復 旧 事 業 ４

道 路 施 設 災 害 復 旧 事 業 １９１

港 湾 施 設 災 害 復 旧 事 業 ４６

警 察 施 設 災 害 復 旧 事 業 ３

交 通 安 全 施 設 災 害 復 旧 事 業 ６

合 計 １０，２５７

（注）端数処理のため，合計と各事業の計は一致しない。
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２ 国の補正予算関連事業

国の経済対策に基づく補正予算に対応して計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

公 共 事 業 １８，１９５

「燃ゆる感動かごしま国体」会場施設整備事業 ５８０

森林整備・林業木材産業活性化推進事業 １，９０４

ブ リ 人 工 種 苗 生 産 施 設 整 備 事 業 ６７３

畜 産 ク ラ ス タ ー 事 業 ３，３９９

そ の 他 国 補 正 関 係 事 業 １，６３４

合 計 ２６，３８５

３ その他の事業

原子力問題検討委員会（仮称）の設置や，国からの追加募集に対応した経費

等を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

原子力問題検討委員会（仮称）運営事業 ３

鹿 児 島 い き い き 働 き 方 改 革 事 業 ３

第 1 1回全国和牛能力共進会出品対策事業 ２

合 計 ８

４ 債務負担行為

公共事業及び県単公共事業の平準化等を図るため，債務負担行為(ゼロ県債)

を計上することとした。

５ 給与改定

県人事委員会の勧告等を受けて，給料及び期末・勤勉手当など職員の給与改

定に要する経費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 等 金 額

給 与 改 定 分 （ 人 件 費 ） １，５６３
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Ⅲ　１２月補正予算（案）の姿

 (Ⅰ)　一 般 会 計

　 １　歳　　入

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 145,145 0 145,145 16.8

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 60,969 0 60,969 7.1

３ 地 方 譲 与 税 27,289 0 27,289 3.1

４ 地 方 特 例 交 付 金 511 0 511 0.1

５ 地 方 交 付 税 268,711 2,504 271,215 31.4

６ 交通安全対策特別交付金 678 0 678 0.1

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 4,605 884 5,489 0.6

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 12,012 0 12,012 1.4

９ 国 庫 支 出 金 158,056 23,297 181,353 21.0

10 財 産 収 入 2,562 0 2,562 0.3

11 寄 附 金 15 0 15 0.0

12 繰 入 金 23,513 191 23,704 2.7

13 繰 越 金 2,000 0 2,000 0.2

14 諸 収 入 13,046 0 13,046 1.5

15 県 債 107,375 11,337 118,712 13.7

826,487 38,213 864,700 100.0

（注）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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　２　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,378 6 1,384 0.2

２ 総 務 費 38,977 1,400 40,377 4.7

３ 民 生 費 107,456 233 107,689 12.4

４ 衛 生 費 57,540 42 57,582 6.7

５ 労 働 費 2,186 8 2,194 0.2

６ 農 林 水 産 業 費 80,091 14,060 94,151 10.9

７ 商 工 費 13,543 13 13,556 1.6

８ 土 木 費 91,451 13,481 104,932 12.1

９ 警 察 費 37,237 227 37,464 4.3

10 教 育 費 184,778 1,029 185,807 21.5

11 災 害 復 旧 費 12,710 7,714 20,424 2.4

12 公 債 費 135,268 0 135,268 15.6

13 諸 支 出 金 63,672 0 63,672 7.4

14 予 備 費 200 0 200 0.0

826,487 38,213 864,700 100.0

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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　３　歳　　出（性質別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 人 件 費 227,673 1,563 229,236 26.5

２ 物 件 費 30,744 8 30,752 3.6

３ 維 持 補 修 費 4,337 0 4,337 0.5

４ 扶 助 費 123,196 0 123,196 14.2

５ 補 助 費 等 125,138 3,473 128,611 14.9

６ 普 通 建 設 事 業 費 155,980 25,457 181,437 21.0

(1) 補 助 116,199 25,328 141,527 16.4

(2) 単 独 39,781 129 39,910 4.6

７ 災 害 復 旧 事 業 費 12,526 7,712 20,238 2.3

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0

９ 公 債 費 134,799 0 134,799 15.6

10 積 立 金 5,353 0 5,353 0.6

11 出 資 金 835 0 835 0.1

12 貸 付 金 3,922 0 3,922 0.5

13 繰 出 金 1,784 0 1,784 0.2

14 予 備 費 200 0 200 0.0

826,487 38,213 864,700 100.0

区　　　　分 補正前の額 補正額

合       計
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 (Ⅱ)  特 別 会 計

 　１ 特別会計（企業会計を除く。）

    （単位：百万円)

102 0 102

34 0 34

6,661 1 6,662

207 0 207

532 0 532

204 0 204

225,489 0 225,489

119 0 119

233,349 1 233,350

（注）端数処理のため，合計と各特別会計の計は必ずしも一致しない。

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

会　　　計　　　名 補正前の額 補　正　額 補　正　後

林業・木材産業改善資金貸付事業

公 共 土 木 用 地 取 得 先 行 事 業 等

港 湾 整 備 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

公 債 管 理

合　      計
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　２　病院事業特別会計

    （単位：百万円)

事 業 収 益 18,977 0 18,977

事 業 費 用 18,815 76 18,891

資 本 的 収 入 1,054 0 1,054

資 本 的 支 出 1,852 0 1,852

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。

３ 工業用水道事業特別会計

    （単位：百万円)

事 業 収 益 259 0 259

事 業 費 用 173 0 173

資 本 的 収 入 1,264 0 1,264

資 本 的 支 出 1,337 0 1,337

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補 する。　※補正額178千円

補正後予算額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　　分 補正前の額 補　正　額 補正後予算額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　　分 補正前の額 補　正　額

※
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(Ⅲ) 公共事業調書

　１　公共事業

（単位：百万円，％）

平成２７年度

事　　　業　　　名 １２月現計 補正前の額 補　正　額 補正後予算額 伸び率
（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

道 路 27,449 28,978 6,113 35,091 127.8

河 川 4,557 4,595 2,035 6,630 145.5

海 岸 750 825 43 868 115.7

砂 防 11,921 9,890 2,861 12,751 107.0

港 湾 8,501 7,770 474 8,244 97.0

空 港 259 259 0 259 100.0

都 市 計 画 1,581 1,446 147 1,593 100.7

住 宅 1,986 2,134 878 3,012 151.7

直 轄 負 担 金 9,498 8,646 884 9,530 100.3

小　　　計 66,502 64,543 13,435 77,978 117.3

林 道 2,407 2,407 64 2,471 102.6

治 山 3,477 3,477 836 4,313 124.0

造 林 1,619 1,619 940 2,559 158.1

直 轄 負 担 金 260 260 28 288 110.9

小　　　計 7,763 7,763 1,868 9,631 124.1

漁 港 5,262 5,292 982 6,274 119.2

沿 岸 漁 場 整 備 1,117 1,087 0 1,087 97.3

小　　　計 6,379 6,379 982 7,361 115.4

農 業 農 村 整 備 23,124 23,863 3,918 27,781 120.1

直 轄 負 担 金 535 496 24 520 97.2

小　　　計 23,659 24,359 3,942 28,301 119.6

104,303 103,044 20,227 123,271 118.2

平成２８年度
区
分

合　　　　　計

土

木

関

係

林

務

関

係

水
産
関
係

農
政
関
係
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　２　災害復旧事業
（単位：百万円，％）

平成２７年度

事　 業　 名 １２月現計 補正前の額 補　正　額 補正後予算額 伸び率
（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

港 湾 62 28 0 28 45.4

林 道 7 202 0 202 2,891.5

農 地 等 74 143 0 143 192.7

小    　計 143 373 0 373 261.1

河 川 等 5,000 5,000 5,867 10,867 217.3

港 湾 2,000 2,600 0 2,600 130.0

治 山 400 400 0 400 100.0

林 道 600 600 0 600 100.0

漁 港 700 700 0 700 100.0

農 地 等 2,300 2,300 1,140 3,440 149.6

文 教 施 設 23 23 0 23 100.0

小    　計 11,023 11,623 7,007 18,630 169.0

34 51 0 51 148.2

11,200 12,047 7,007 19,054 170.1合       計

過
年
災
害

現

年

災

害

平成２８年度
区
分

指 導 監 督 事 務 費
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Ⅳ 主な補正の概要
（注） …新規事業

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ 災害復旧対策

○ 赤潮被害緊急支援事業（水産振興課） 1,383

９月に長島町で発生した赤潮による被害に対処するため，東町漁

協によるへい死魚の埋設処理に要した経費を助成する。

○ 農業施設復旧支援事業（農政課） 450,000

台風第16号による農業施設の被害に対処するため，国の被災農業

者向け経営体育成支援事業補助金を活用して，全半壊したハウス，

畜舎等の再建等に要する経費を助成する。

○ 園芸産地再生産支援事業（農政課） 60,500

台風第16号による農作物の被害に対処するため，被害作物のまき

直し，樹勢・生育回復等に必要な肥料等の購入に要する経費を助成

する。

２ 国の補正予算関連事業

○ 「燃ゆる感動かごしま国体」会場施設整備事業（国体準備課） 580,000

平成32年の「燃ゆる感動かごしま国体」において，総合開会式等 補正後累計

の会場となる県立鴨池公園内の運動施設について，必要な整備を行 2,339,528

う。

・ 陸上競技場：メインスタンド（放送室等）改修工事

・ 庭球場：コート改修工事等

○ 奄美群島成長戦略推進交付金（離島振興課） 457,900

国の奄美群島振興交付金を活用して，市町村が行う防災関連施設 補正後累計

等の整備に要する経費を助成する。 966,316
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業（かごしま材振興課） 1,904,441

国の合板・製材生産性強化対策交付金を活用して，林業・木材産 補正後累計

業等の活性化を図るため，間伐材の生産促進，路網や高性能林業機 2,840,783

械等の基盤整備，木材加工流通施設等の整備に要する経費を助成す

る。

○ 障害福祉施設整備事業（障害福祉課） 187,904

障害者福祉の向上及び入所施設等における防犯対策の強化を図る 補正後累計

ため，社会福祉法人等が実施する障害者支援施設等の整備及び防犯 438,802

カメラや非常通報装置の設置等に要する費用の一部を助成する。

○ 児童養護施設等防犯対策強化事業（子ども福祉課） 12,150

児童養護施設等における防犯対策の強化を図るため，社会福祉法

人が実施する防犯カメラや非常通報装置の設置等に要する費用の一

部を助成する。

○ ブリ人工種苗生産施設整備事業（水産振興課） 673,185

国の水産業競争力強化緊急施設整備事業補助金を活用して，海外 補正後累計

で評価の高い人工種苗を活用した養殖ブリの生産量の拡大と更なる 719,378

輸出促進を図るため，種苗生産施設の整備を行う。

○ 活動火山周辺地域防災営農対策事業（農政課） 99,889

国の特殊自然災害対策整備費補助金を活用して，桜島降灰等によ 補正後累計

る農作物被害の防止・軽減を図るため，降灰洗浄用機械等の整備に 1,574,929

要する経費を助成する。

○ 鳥獣被害対策推進事業（農村振興課） 44,587

国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用して，鳥獣被害防止計画 補正後累計

に基づく捕獲活動に要する経費を助成する。 646,050
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 中心経営体等施設整備事業（経営技術課） 264,237

国の担い手確保・経営強化支援事業補助金を活用して，「人・農 補正後累計

地プラン」に位置付けられた中心経営体等に対して，売上高の拡大 498,791

や経営コストの縮減等の取組に必要な農業用機械等の導入に要する

経費を助成する。

○ 産地パワーアップ事業（農産園芸課） 276,940

国の産地パワーアップ事業補助金を活用して，産地が定めた営農 補正後累計

戦略（産地パワーアップ計画）に基づき，意欲ある農業者等が高収 2,542,890

益作物・栽培体系への転換を図るための農産物処理加工施設等の整

備に要する経費を助成する。

○ 畜産クラスター事業（畜産課） 3,398,983

国の畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業補助金を活用して， 補正後累計

地域の畜産クラスター協議会が実施する中心的経営体の収益性向上 6,437,601

等を図るための畜舎や堆肥舎等の整備に要する経費を助成する。

○ 要援護者等屋内退避施設確保事業（原子力安全対策課） 290,000

国の原子力災害対策事業費補助金を活用して，要援護者等が屋内 補正後累計

退避するための建物の放射線防護対策を行うとともに，当該施設へ 295,067

の資機材・物資の配備を行う。

３ その他の事業

○ 鹿児島いきいき働き方改革事業（雇用労政課） 2,608

長時間労働の是正や年次有給休暇等の取得促進を図り，「働き方

改革」を推進するため，企業経営者向けのセミナーを開催する。

○ 第11回全国和牛能力共進会出品対策事業（畜産課） 2,000

平成29年度に宮城県で開催される第11回全国和牛能力共進会に向 補正後累計

けて，関係機関・団体が一体となって，優秀な候補牛を確保するた 5,940

めの取組を行う。
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○ 原子力問題検討委員会（仮称）運営事業（原子力安全対策課） 2,987

川内原子力発電所に係る安全性の確認や，避難計画の検証など原

子力発電所に関する諸課題について，技術的・専門的見地から意見，

助言を得るため，鹿児島県原子力問題検討委員会（仮称）を設置す

る。

４ 債務負担行為

○ 漁業近代化資金利子補給事業（水産振興課） 4,554

９月に長島町で発生した赤潮により被害を受けた養殖業者の再建 補正後累計

と漁業経営の安定化を図るため，資金融通を行う融資機関に利子補 198,223

給を行う。
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